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平成３０年１０月１２日決定 

 

目黒区基本構想改定に当たっての基本方針について 

 

１ 基本構想の改定及びその理由 

現行の基本構想は、２１世紀初めの目黒区を展望し、平成１２年４月の特別

区制度改革の実現と地方分権改革の推進といった策定当時の視点を踏まえ、  

まちづくりの基本目標と施策の基本的方向を示したものである。 

現行基本構想策定から１８年が経過しており、次の理由から、２１世紀半ば

に向けて区政の未来を描く長期計画とするため、基本構想を改定する。 

（１）庁内における検証結果 

   別途進めている基本計画の改定作業の一環として基本構想の検証を行うこ

ととしており、現行構想に定める「基本理念」「基本目標」「基本方針」「施策

の基本的方向」といった内容や長期計画全体の「計画の構成及び期間」につ

いて、社会状況の変化や今後の区政の方向への適合性などに関する庁内調査

を行った。 

    その結果から、現行基本構想に記載する概ねの考え方は、今後の区政執行

においても指針になりうるものと考えられるが、記載する項目ごとに見ると、

別紙のとおり、時代の変化に対応した見直しの必要性が認められるとともに、

長期計画全体としても「区民にわかりやすい計画」「時代の変化に対応できる

計画」という視点からの検討が必要である。 

（２）現在までの社会状況の変化 

現行基本構想策定から現在までに、区民生活や区政を取り巻く状況は大き

く変化している。特に、平成２３年３月に発生した東日本大震災以降、日本

各地で発生する地震・気象災害によって防災意識・危機意識が高まっている

こと、社会問題となった保育所待機児童への対応などの子育て支援施策が重

点化していること、情報通信技術の飛躍的な進展等により生活スタイルが多

様化していること、人と人とのつながりも変化し、地域コミュニティへの関

心が希薄化していることなどにより、行政課題も変化してきている。 

（３）今後の社会状況及び区政運営 

   日本の総人口は、平成２０年の１億２，８０８万人をピークに減少局面に

入っており、２０４０年には１億１，０９２万人まで減少し、その後も減少

が続くとされる。一方、増加する高齢者人口は２０４２年にピークを迎え、

７５歳以上人口はその後も増加し続ける見込みとなっている。このように人

口減少と高齢化が共に急速に進む状況は、世界的に見ても類がなく、個人の

生活や企業・地域の姿、雇用・労働環境など様々な方面に対して、これまで

に経験したことのない構造変化をもたらすといわれている。 

目黒区においても、近い将来には人口減少・超高齢社会の波が到来する局

面が見込まれており、社会経済の支え手である生産年齢人口の減少とともに、

高齢者人口は更に増加し、医療・介護等の社会保障費が増加していくことが

予想されており、区財政に大きな負担をもたらすことが想定される。 

このような状況の中、真に効果的な行財政運営を進めていくためには、引
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き続き健全で強固な行財政基盤の確立に向けた取組を進めるとともに、従来

の手法に捉われることなく、優先性を考慮した施策の選択と集中や行政内部

の業務改革に取り組み、区民や地域団体とも協力しながら、将来にわたって

持続可能な行政サービスを展開していかなければならない。 

 

２ 改定の進め方 

基本構想の改定に当たっては、区長の付属機関である長期計画審議会に基本

構想改定について諮問し、その答申を尊重して基本構想素案を取りまとめてい

く。また策定過程の中で、適宜アンケート調査やパブリックコメント手続等に

より区民意見聴取を実施するとともに、議会の議決を経て、基本構想を策定す

る。 

なお、審議会においては、基本構想の内容の他、計画全体としても「区民に

わかりやすい計画」「時代の変化に対応できる計画」という視点から、次の点に

ついても検討を加える。 

（１）基本構想の目標年次 

 現行基本構想については、目標年次を明示せず、どの時代においても求め

られる理想的な社会を描き、それを「将来像」としているが、計画としての

妥当性や目標年次の設定等について検討する。 

（２）３層構成の適否 

 基本構想―基本計画（１０か年計画）―実施計画（５か年計画）という３

層構成について、計画的な行政運営を図る上で、その適否を検討する。 

 

３ 改定に当たっての基本的視点 

（１）人口減少・超高齢社会への対応 

目黒区の人口推計（平成３０年３月）によれば、この先数年は人口増加の

傾向にあるものの、２０２５年をピークに減少に転じ、その後も減少傾向が

続く「人口減少」の局面を迎えると予測している。この間、生産年齢人口も

年々減少し、２０２０年からの２０年間で２万人超が減ることとなる一方で、

高齢者人口は１万６千人程度増加する。 

このような社会においても地域の活力が失われないよう、高齢者が暮らし

やすく、高齢者とともに若者や現役世代、更には外国人住民も、いきいきと

地域の様々な活動に参加できる環境、また、子どもを産み育てやすい環境を

整備していく必要がある。 

（２）多様性を尊重する地域社会の実現 

区民一人ひとりの生き方や個性、価値観が多様化する中、それぞれの生活

スタイルや人との関わり方の違いに関わりなく、また、性別や障害の有無、

国籍などで差別されることなく、個人が豊かで満足できる生活を送ることが

できる社会を実現することが求められている。 

そのためには、考え方の異なる人々が多様性を認め合い、互いの考えを受

容し、尊重する意識の醸成を図っていく必要がある。 
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（３）ともに支え合う地域社会の実現 

地域への帰属意識が低下する中、様々な生活課題を抱えながらも社会から

孤立せずに、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民が

支え合い、地域をともに創っていくことのできる地域共生社会の実現が重要

となる。 

そのためには、地域住民や地域の多様な主体が地域課題の解決に参画し、

住民同士が世代や分野を超えて協力し合えるよう、区も仕組みづくりに関わ

るなど、適切に支援していく必要がある。 

（４）安全・安心で快適に生活できる住環境の整備 

各地で多発する地震、水害等の自然災害により危機意識が高まる中、誰も

が安心して、快適に生活することができる街づくりを推進していくことが重

要である。 

多様化する生活スタイルに対応し、地域の特性を活かした魅力ある街並み

や、水と緑豊かな住環境の保全・整備を進めるとともに、都市インフラの適

切な更新や防災機能の強化、生活利便施設の集積など、生活空間全体として

の機能や質の向上を図っていく必要がある。 

（５）将来にわたり持続可能な行政サービスの提供 

人口構造の変化に加え、東京一極集中の是正を目的とした税源の偏在是正

措置の影響もあり、今後も厳しい財政状況が続くことが予測される中、長期

的な視点から施策の選択と集中により効果的な取組を見極め、施策を展開す

るとともに、革新的な情報通信技術を活用した業務改革を進めるなど、限ら

れた資源や人材の中で将来にわたって持続可能な行政サービスを提供してい

かなければならない。 

また、区有施設見直し計画に沿って、人口構造や区民の生活スタイルの変

化に伴う区民ニーズの変化に的確に対応した、最適な施設サービスを提供し

ていく必要がある。 

   

４ 基本計画及び実施計画 

基本構想の改定に伴い、長期計画を構成する基本計画及び実施計画について

も改定の必要が生じることとなるが、長期計画の構成の検討状況によって長期

計画のあり方が変わる可能性があることから、その検討状況を踏まえて、別途

進める。 

なお、現行基本計画については、２０１９（平成３１）年度末で計画期間の

終期を迎えることとなるが、新たな基本構想の策定を２０２０年度の予定とし

ていることから、当面、計画期間を１年間延伸することとする。 
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５ 基本構想改定スケジュール（予定） 

  今回改定 【参考】現行基本構想改定時 

2018年１０月 

１２月 

 

2019年 １月 

 

１２月頃 

2020年６月頃 

７月頃 

９月頃 

１２月 

 

改定の基本方針決定 

構想の議決に関する条例

案の議決（第４回定例会） 

第１回審議会（諮問） 

 

審議会（答申） 

基本構想素案の公表 

パブリックコメント実施 

基本構想案の決定 

基本構想案の議決（第４

回定例会） 

基本構想策定 

１０年１０月 

 

 

１２月 

１１年１２月 

１２年 ３月 

７月 

 

８月 

９月 

 

１０月 

改定の基本方針決定 

 

 

第１回審議会（諮問） 

審議会中間のまとめ公表 

第１４回審議会（答申） 

基本構想素案の公表 

地区別懇談会実施 

基本構想案の決定 

基本構想案の議決（第３

回定例会） 

基本構想策定 

以   上 


